
告 示

��������������

�愛媛県告示第１５６７号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成１８年１０月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５６８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月

間縦覧に供する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

伊予鉄ターミナルビル 松山市湊町五丁目１
番地１

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称及び住所

松山市平和通六丁目
９８番地
伊予鉄観光開発株式
会社

松山市平和通一丁目
１番地１いよてつロ
フティ上一万１Ｆ
伊予鉄不動産株式会
社

平成１８年
１０月１日

平成１８年
１０月１６日

２ 意見書の提出

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 指定自立支援医療機関の指定……………………………………………９１７

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等…………………………………９１７

○ 漁業の許可又は起業の認可の申請期間…………………………………９１８

○ 特定漁港漁場整備事業計画の変更の公表………………………………９１８

○ 道路の供用開始（県道新居浜港線）……………………………………９１８

○ 道路の区域変更（県道壬生川新居浜野田線）…………………………９１８

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………９１８

○ 道路の区域変更（県道新居浜東港線）…………………………………９１９

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………………９１９

○ 道路の区域変更（県道壬生川新居浜野田線）…………………………９１９

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………９１９

○ 道路の区域変更（一般国道３７９号）……………………………………９２０

○ 道路の位置の指定…………………………………………………………９２０

○ 公営住宅法施行令第２条第１項第４号に規定する数値の決定………９２０

公 告

○ 土地の売払い………………………………………………………………９２０

○ 特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請の公告………………９２１

○ 准看護師試験の施行………………………………………………………９２１

監 査 公 表

○ 監査結果に基づく措置の公表……………………………………………９２１

○ 今治地方局総務県民部、健康福祉環境部、産業経済部、今治家畜

保健衛生所、建設部、玉川ダム管理事務所、台ダム管理事務所、

出納室………………………………………………………………………９２２

○ 宇和島地方局総務県民部、健康福祉環境部、産業経済部、宇和島

家畜保健衛生所、建設部、愛南土木事務所、須賀川ダム管理事務

所、山財ダム管理事務所、出納室………………………………………９２２

○ 西条地方局総務県民部、健康福祉環境部、四国中央保健所、産業

経済部、西条家畜保健衛生所、建設部、四国中央土木事務所、鹿

森ダム管理事務所、黒瀬ダム管理事務所、出納室……………………９２３

○ 八幡浜地方局総務県民部、健康福祉環境部、産業経済部、八幡浜

家畜保健衛生所、建設部、大洲土木事務所、西予土木事務所、出

納室…………………………………………………………………………９２３

○ 松山地方局総務県民部、健康福祉環境部、産業経済部、中央家畜

保健衛生所、建設部、久万高原土木事務所、出納室…………………９２４

雑 報

○ 公示送達……………………………………………………………………９２５

名 称 所 在 地 開設者の住所及び氏名又は名称 担当すべき医療の
種類 指定年月日

桑嶋クリニック 新居浜市坂井町三丁目６番３号 新居浜市
桑嶋 英樹

腎臓に関する医療
（育成医療・更生
医療）

平成１８年
１０月１日

毎週（火・金）曜日発行 第１８０７号 平成１８年１０月２７日

平成１８年１０月２７日金曜日 第１８０７号

愛 媛 県 報

９１７
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�愛媛県告示第１５６９号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成１８年１０月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成１８年１０月２７日から１１月１０日まで

�������
�愛媛県告示第１５７０号
漁港漁場整備法（昭和２５年法律第１３７号）第１７条第１０項の規定に

基づき、平成１８年１０月３日、深浦地区に係る特定漁港漁場整備事業

計画を次のとおり変更した。

平成１８年１０月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（「次のとおり」は、省略し、深浦地区に係る特定漁港漁場整備

事業計画の変更に係る特定漁港漁場整備事業計画書は、宇和島地方

局産業経済部愛南水産課において公衆の縦覧に供する。）

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１５７１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５７２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５７３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜港線
新居浜市本郷一丁目８３６番１４から

同市本郷一丁目１９０３番７まで
平成１８年１０月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 壬生川新居浜野田線
新居浜市繁本町甲７１９番２から

同市田所町甲６１番１まで

旧 １８．９～２０．１ ０．０１９

新 １９．３～２０．１ ０．０１９

愛 媛 県 報平成１８年１０月２７日 第１８０７号

９１８
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�愛媛県告示第１５７４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５７５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５７６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５７７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 壬生川新居浜野田線
新居浜市繁本町甲７１９番２から

同市田所町甲６１番１まで
平成１８年１０月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 新居浜東港線 新居浜市観音原甲１４番１

旧 ８．０～１２．５ ０．１００

新 ８．５～１１．５ ０．１００

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜東港線 新居浜市観音原甲１４番１ 平成１８年１０月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 壬生川新居浜野田線
新居浜市繁本町甲７１９番１地先から

同市田所町甲６０番１地先まで

旧 １９．３～２０．３ ０．０２２

新 １９．８～２０．３ ０．０２２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 壬生川新居浜野田線
新居浜市繁本町甲７１９番１地先から

同市田所町甲６０番１地先まで
平成１８年１０月２７日

愛 媛 県 報平成１８年１０月２７日 第１８０７号

９１９
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�愛媛県告示第１５７９号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

八幡浜市松柏乙５７３番２

２ 申請人の住所氏名

八幡浜市１１３２番地第６

有限会社メイみやもと商事

代表取締役 宮本眞理子

３ 図面省略

�������
�愛媛県告示第１５８０号
愛媛県県営住宅管理条例（昭和３５年愛媛県条例第１５号）第９条第

２項の規定に基づき、公営住宅法施行令（昭和２６年政令第２４０号）

第２条第１項第４号に規定する数値を次のとおり定める。

平成１８年１０月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積

所在地 地目 地積

西条市小松町新屋敷字藍刈池
ノ西乙４１番３１

学 校
用 地 １９６．９８�

西条市小松町新屋敷字大日乙
５５番１１

学 校
用 地 １８２．９９�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書の交付場所及び問い合わ

せ先

愛媛県総務部管理局総務管理課財産処分係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２５５８

イ 入札心得書の交付方法

アに掲げる場所で交付する。

ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成１８年１１月２８日（火）午前１１時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成１８年１２月１１日（月）午前１１時

� 入札及び開札の場所

愛媛県西条市喜多川７９６番地の１

愛媛県西条地方局７階第１会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代

理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をし

た小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付

しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者
に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無

効とする。

� 契約書作成の要否

要

�愛媛県告示第１５７８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７９号
喜多郡内子町大瀬東３９５２番３から

同町大瀬中央４１８９番１地先まで

旧 ４．３～５７．９
１１．５～９６．０

０．６９８
０．６６５

新 １１．５～９６．０ ０．６６５

設置所在地名 団 地 名 建設年度 構造別 数 値 備 考

松山市朝日ヶ丘
二丁目 朝 美 １７ 高 耐 ０．８０８０

愛 媛 県 報平成１８年１０月２７日 第１８０７号

９２０
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監 査 公 表

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規

定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から５年間、売り払う土地を風俗

営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項

に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用

に供してはならない。

イ アの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約金とし

て県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�������
�公 告

准看護師試験の施行について

保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第１８条の規定に

より、平成１８年度准看護師試験を次のとおり施行する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の場所

松山市道後町２丁目１１－１４

愛媛看護研修センター

２ 試験の日時

平成１９年２月１０日（土）１３時００分

３ 試験願書の提出期間

平成１９年１月１２日（金）から１月１９日（金）まで。ただし、郵

送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の請求先及び提出先

〒７９０―８５７０

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県保健福祉部管理局保健福祉課医療対策室

�公表第２８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

同 白 石 友 一

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１８年１０月１７日
特定非営利活動法人
ノーマライゼーションサポート
おおず

中 野 知 伶 大洲市若宮６７２番地９
この法人は、大洲市及び愛媛県内の精神障害者
が、地域で普通に暮らせるための支援事業を行
い、精神障害者の社会的自立をはかることによ
って公益に寄与することを目的とする。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 平成１７年１０月３１日

高 校 教 育 課 平成１７年１０月１４日

人 権 教 育 課 〃

（監査の結果）

１ 奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金については、適期

収入に留意するとともに滞納繰越分の整理についてもなお一層の努力

が望まれる。 （教育総務課）

２ 諸収入（給与の過払金）については、収入未済額があるので早期収

入に努力が望まれる。 （高校教育課）

３ 地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金については、適期

収入に留意するとともに滞納繰越分の整理についてもなお一層の努力

が望まれる。 （人権教育課）

（措置の内容）

１ 奨学資金貸付金償還金については、平成１６年度から、納入通知書発

行に先立ち、卒業等により償還の開始する者全員に対して事前に電話

連絡を行い、期限内納付の厳守を指導するとともに、平成１７年度から

は、奨学生の新規採用時及び貸与終了時に、学校長を通じて、奨学金

制度の趣旨や社会人になってからの奨学金返還義務等を指導し、適期

収入と未収金の発生防止に努めている。

また、滞納繰越分の整理については、平成１６年度に配置した督促・

返還指導等を業務とする「奨学生指導員」（非常勤嘱託職員）を中心

に、係員が連携して未納者本人や連帯保証人等に対して電話や訪問に

よる返還指導を行い早期収入に努めた結果、平成１７年度への滞納繰越

額７，９３５，０００円については、平成１８年９月１日現在４，５１４，０００円に減

少しており、今後とも返還指導を徹底し、滞納繰越額の縮減に努めた

い。 （教育総務課）

２ 給与の過払金に係る収入未済額（１件、５２０，０８５円 平成１８年９月

１日現在）については、これまでも、住民票上の所在地である元妻宅

に再三にわたり督促状を送付して本人からの返納についてお願いして

いるところであるが、債務者は、現在行方不明であり、残された家族

は既に独自の生計を営んでいることから、債務者との関わりも希薄と

なり、連絡の取り難い状況である。

そこで、学校現場を通じて元妻宅を定期的に訪問するなど、継続的

な協力を粘り強く依頼し、今後とも債務者の所在把握と早期収入に努

めたい。 （高校教育課）

３ 地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金については、関係

市町及び関係団体と密接な連携のもと期限内納入の厳守について指導

愛 媛 県 報平成１８年１０月２７日 第１８０７号

９２１
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�公表第２９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

同 白 石 友 一

�������
�公表第３０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

同 白 石 友 一

するとともに、新たに償還が開始する者及び免除期間等が満了し償還

が開始する者に対して、「返還のしおり」を配布するなど奨学金制度

の趣旨や奨学金返還の責務等について周知を図り、適期収入と未収金

の発生防止に努めている。

また、滞納繰越分の整理については、市町及び関係団体と情報交換

を行いながら返還指導を実施した結果、平成１７年度への滞納繰越額１

１０，７４８，７２４円については、平成１８年９月１日現在で１０７，４７２，７１８円に減

少しており、今後も返還指導を徹底し、滞納繰越額の縮減に努めたい。

（人権教育課）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

今 治 地 方 局

総 務 県 民 部 平成１８年７月１８日

健 康 福 祉 環 境 部 〃

産 業 経 済 部 平成１８年７月１９日

今 治 家 畜 保 健 衛 生 所 平成１８年７月２０日

建 設 部 〃

玉 川 ダ ム 管 理 事 務 所 〃

台 ダ ム 管 理 事 務 所 〃

出 納 室 平成１８年７月１８日

（監査の結果）

平成１７年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越

額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 ９７，２９７，７５５ ３７９，６４１，６０５ ４７６，９３９，３６０

１６年度 １０５，１９４，９１５ ６７８，８３０，８５９ ７８４，０２５，７７４

差引増減 △７，８９７，１６０ △２９９，１８９，２５４ △３０７，０８６，４１４

（総務県民部）

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮

減により一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 １，５９２，８００ ３５５，８００ １，９４８，６００

１６年度 ３１０，２００ ４５，６００ ３５５，８００

差引増減 １，２８２，６００ ３１０，２００ １，５９２，８００

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 ８５，０８８ １０２，２７０ １８７，３５８

１６年度 ０ ２０４，５４０ ２０４，５４０

差引増減 ８５，０８８ △１０２，２７０ △１７，１８２

（健康福祉環境部）

３ 県営住宅貸付料については、納期限内の収入確保に努めるとともに、

滞納繰越額の縮減により一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 １，５３１，０００ ７４９，８００ ２，２８０，８００

１６年度 １，５６３，６００ ３７０，８００ １，９３４，４００

差引増減 △３２，６００ ３７９，０００ ３４６，４００

（建設部）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

宇 和 島 地 方 局

総 務 県 民 部 平成１８年７月２６日

健 康 福 祉 環 境 部 〃

産 業 経 済 部 平成１８年７月２７日

宇 和 島 家 畜 保 健 衛 生 所 平成１８年７月２８日

建 設 部 〃

愛 南 土 木 事 務 所 平成１８年７月２７日

須 賀 川 ダ ム 管 理 事 務 所 平成１８年７月２８日

山 財 ダ ム 管 理 事 務 所 〃

出 納 室 平成１８年７月２６日

（監査の結果）

平成１７年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越

額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 ７０，６４６，７７０ １６０，２４３，４０５ ２３０，８９０，１７５

１６年度 ７４，２８５，８６４ １６４，３１０，４９９ ２３８，５９６，３６３

差引増減 △３，６３９，０９４ △４，０６７，０９４ △７，７０６，１８８

愛 媛 県 報平成１８年１０月２７日 第１８０７号

９２２
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�公表第３１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

同 白 石 友 一

�������
�公表第３２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

同 白 石 友 一

（総務県民部）

２ 県営住宅貸付料については、納期限内の収入確保に努めるとともに、

滞納繰越額の縮減により一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 １，１１７，０００ ８２，６００ １，１９９，６００

１６年度 ７２７，８００ １５２，１００ ８７９，９００

差引増減 ３８９，２００ △６９，５００ ３１９，７００

（建設部）

３ 違約金（工事請負契約に伴うもの。）については、適切な債権管理

が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１２年度 ５０８，９５０

計 ５０８，９５０

（建設部）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

西 条 地 方 局

総 務 県 民 部 平成１８年８月２２日、
平成１８年８月２３日

健 康 福 祉 環 境 部 平成１８年８月２２日

四 国 中 央 保 健 所 平成１８年８月２３日

産 業 経 済 部 平成１８年８月２２日

西 条 家 畜 保 健 衛 生 所 〃

建 設 部 平成１８年８月２３日

四 国 中 央 土 木 事 務 所 〃

鹿 森 ダ ム 管 理 事 務 所 〃

黒 瀬 ダ ム 管 理 事 務 所 〃

出 納 室 平成１８年８月２２日

（監査の結果）

平成１７年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越

額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 ２５５，３６０，８９３ ３９５，３３３，６０５ ６５０，６９４，４９８

１６年度 １８０，９８８，５１５ ４８７，６０９，８９７ ６６８，５９８，４１２

差引増減 ７４，３７２，３７８ △９２，２７６，２９２ △１７，９０３，９１４

（総務県民部）

２ 県営住宅貸付料については、納期限内の収入確保に努めるとともに、

滞納繰越額の縮減により一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 ４５９，８００ ２１３，１００ ６７２，９００

１６年度 ３９９，５００ １５１，２００ ５５０，７００

差引増減 ６０，３００ ６１，９００ １２２，２００

（建設部）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

八 幡 浜 地 方 局

総 務 県 民 部 平成１８年８月３１日

健 康 福 祉 環 境 部 〃

産 業 経 済 部 平成１８年８月３１日、
平成１８年９月１日

八 幡 浜 家 畜 保 健 衛 生 所 平成１８年９月１日

建 設 部 〃

大 洲 土 木 事 務 所 平成１８年８月３１日

西 予 土 木 事 務 所 〃

出 納 室 〃

（監査の結果）

平成１７年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越

額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 ６３，８６０，２５８ １４１，２６１，８９４ ２０５，１２２，１５２

１６年度 ６７，２１５，３９７ １５９，８０５，８２２ ２２７，０２１，２１９

差引増減 △３，３５５，１３９ △１８，５４３，９２８ △２１，８９９，０６７

（総務県民部）

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮

減により一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

愛 媛 県 報平成１８年１０月２７日 第１８０７号
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�公表第３３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成１８年１０月２７日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

同 白 石 友 一

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 １，２０４，４３６ ２，６１４，６４１ ３，８１９，０７７

１６年度 １，０２１，５３５ ２，００８，７４７ ３，０３０，２８２

差引増減 １８２，９０１ ６０５，８９４ ７８８，７９５

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 ９３，３２６ １，６２４，９４４ １，７１８，２７０

１６年度 ２４，４９８ １，６００，４４６ １，６２４，９４４

差引増減 ６８，８２８ ２４，４９８ ９３，３２６

（健康福祉環境部）

３ 県営住宅貸付料については、納期限内の収入確保に努めるとともに、

滞納繰越額の縮減により一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 ２６８，３００ １，３３２，７３３ １，６０１，０３３

１６年度 ２５３，５００ １，３１６，４３３ １，５６９，９３３

差引増減 １４，８００ １６，３００ ３１，１００

（建設部）

４ 延滞利息（工事請負契約に伴うもの。）については、適切な債権管

理が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１３年度 １，０１９，６５０

計 １，０１９，６５０

（大洲土木事務所）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

松 山 地 方 局

総 務 県 民 部 平成１８年９月５日

健 康 福 祉 環 境 部 〃

産 業 経 済 部 平成１８年９月５日、
平成１８年９月６日

中 央 家 畜 保 健 衛 生 所 平成１８年９月６日

建 設 部 〃

久 万 高 原 土 木 事 務 所 平成１８年９月５日

出 納 室 〃

（監査の結果）

平成１７年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越

額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 ６７２，２４３，５０８ ２，２０９，６１３，３７５ ２，８８１，８５６，８８３

１６年度 ６７０，１４４，１７３ ２，４９２，８２２，２０１ ３，１６２，９６６，３７４

差引増減 ２，０９９，３３５ △２８３，２０８，８２６ △２８１，１０９，４９１

（総務県民部）

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮

減により一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 ４９０，１３３ ３，３６３，３８３ ３，８５３，５１６

１６年度 ５７０，９９８ ３，００６，４８５ ３，５７７，４８３

差引増減 △８０，８６５ ３５６，８９８ ２７６，０３３

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 １７０，６８４ １，５４６，２３５ １，７１６，９１９

１６年度 ２２３，２２２ １，４８６，９５１ １，７１０，１７３

差引増減 △５２，５３８ ５９，２８４ ６，７４６

（健康福祉環境部）

３ 違約金（工事請負契約に伴うもの。）については、適切な債権管理

が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１３年度 ３，９６５，０００

計 ３，９６５，０００

（産業経済部）

４ 県営住宅貸付料については、納期限内の収入確保に努めるとともに、

滞納繰越額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 １５，９７３，０００ ４１，３２９，６８０ ５７，３０２，６８０

１６年度 １７，７０２，９００ ４４，６４０，１２０ ６２，３４３，０２０

差引増減 △１，７２９，９００ △３，３１０，４４０ △５，０４０，３４０

（建設部）

５ 違約金（工事請負契約に伴うもの。）については、適切な債権管理

が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１３年度 ９７０，１５０

計 ９７０，１５０

愛 媛 県 報平成１８年１０月２７日 第１８０７号
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雑 報

�公示送達
住所不明（ただし、住民票の住所 愛媛県松山市和泉５７７番地）

冨 岡 紀美夫

住所不明（ただし、住民票の住所 大阪府大阪市港区南市岡一丁

目５番３号大城アパート） 藤 田 武 雄

住所不明（ただし、住民票の住所 奈良県大和郡山市小林町４０９

番地の３１） 藤 田 政 信

土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第６６条第３項の規定に基づ

き上記の者に送達すべき次の書類は、当収用委員会事務局（愛媛県

土木部管理局用地課）において保管してあるので、出頭の上、その

交付を受けてください。

なお、この書類を受領しないときは、土地収用法施行令（昭和２６

年政令第３４２号）第５条第５項の規定により、平成１８年１１月１６日を

経過した時にその書類の送達があったものとみなされます。

平成１８年１０月２７日

愛媛県収用委員会

会長 矢 野 隆 三

平成１８年９月１２日付け裁決書

（建設部）

６ 特定道路緊急整備工事（温特道改第１０１号）に係る物件移転補償費

のうち、工作物移転料の算定において、ブロック塀の長さを誤ってい

たため、３５３，４０９円が過大算定となっていた。 （建設部）

平成１８年１０月２７日 発行

愛 媛 県 報平成１８年１０月２７日 第１８０７号
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